別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名:新商品開発・流通支援事業費　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　商工労働部　モノづくり振興課　モノづくり担当　電話番号：058-272-1111（内3098）

　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：19,607千円（前年度予算額：0千円）
	事業内容


	１　事業の内容


県内モノづくり企業の多くは、ＯＥＭ・下請け体質の企業が多く、自ら製品開発するノウハウ、さらに、独自の販売ルートを持っていない場合が多い。そのため、デザイン性、市場性の高い商品づくりやそれらの商品を市場へ流通させる取り組みについての支援が必要である。この事業を契機に企業が主体的に、商品開発・販路開拓に取り組めるような事業展開を行う。

（1） 商品開発支援事業

県内モノづくり企業に対し、新商品開発の基礎・実践を学ぶ機会を提供し、これまでの企業体質からの脱却や新たなビジネスモデルの構築を支援する、「トライアル型事業」として本事業を展開する。

商品開発について支援を受けたい県内企業を公募し、別途設置する選考委員会により、支援対象企業や産地を選定。

商品企画・デザイン開発・販売戦略立案に至るまでのプロセス実践の支援をするため、(財)産業経済振興センターモノづくりセンターのデザインコーディネーターをプロデューサとして、個々のプロジェクトの企画・計画・試作品製作・商品化といったプロジェクト管理を行う。
なお、デザイン開発については、各プロジェクトに合うデザイナーを選定し、デザインワークや試作品製作の支援を委託する。

「岐阜発のモノづくり」支援を主要コンセプトに、付加価値の高いモノづくりを支援するための牽引型事業と位置づけて実施する。
　
【Ｈ２３実施予定プロジェクト】

　岐阜発モノづくりプロジェクト：１０企画程度
４～５月：支援希望企業・産地の公募

６～７月：支援先決定、プロジェクトの実施計画策定、デザイナーマッチング
８～３月：商品開発、デザイン支援の実践、試作品製作
（２）流通支援事業
　　県内モノづくり企業の埋もれた商品を発掘し、様々な販路へ繋ぎ、市場の声を商品に反映させることでその価値を磨き上げる取り組みを実施するため、県と連携協定を締結した流通事業者による、首都圏でのテストマーケティング事業や、県内地場産品の流通支援の一環として、県内外の消費者に実際に目で見て、手に取ってもらい、岐阜県のモノづくり技術や商品のすばらしさを体感していただくため、全国の百貨店での企画展や県内での展示会などを随時開催する。

　　近年、有力百貨店は、自らが産地に入り、消費者視点での商品選定にシフトしつつあり、県内モノづくり企業と、百貨店という販路（出口）を繋ぐことが重要となってきている。このため、企画展を開催して、有力百貨店と企業との直接取引や連携商品の開発を支援する。

　　また、新規事業として、県内のホテルや旅館、レストランなどに本県の地場産品を積極的に活用していただくことを促し、それら施設をショーウインドウとみたてて、内外へＰＲする、「地場産品ショーウインドウ化事業」を実施する。

【Ｈ２３実施予定事業】

　流通事業者連携事業（メイド・イン・ジャパン・プロジェクト（株）との連携）
・都内セレクトショップ県産品常設コーナー設置事業（年間）
・都内セレクトショップテストマーケティング事業（年４回）
・県実施の産業振興イベントとの連携企画事業　　ほか

百貨店企画展・県内展示会事業

・首都圏・名古屋圏ほか、百貨店における企画展の開催（３企画）
・県内における地場産品の展示会（２企画）
新地場産品ショーウインドウ化事業（１回）
・県内のホテル、旅館、レストラン等の経営者・物品購入担当を対象とした岐阜県商品の商談交流会及びセミナーを実施。

・陶磁器、ナイフといったテーブルウエアや、家具など木工製品など県内の施設での使用を促すことで、県内での販路拡大を図りつつ、本県を訪れ、施設を利用する観光客らに、岐阜県の優れた技術・地場産品をＰＲする。

	２　所要経費


（１）商品開発支援事業（11,039千円）

・デザイナー旅費（10ロジェクト）：459千円

　・デザイン開発委託料（10プロジェクト）：9,828千円
　・その他事務費：752千円
（２）流通支援事業（8,568千円）

　・流通事業者連携事業：5,377千円

　・百貨店企画展・県内展示会事業：1,330千円

　・地場産品ショーウインドウ化事業：1,861千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　１モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　付加価値を生む生産性の高い企業の誘致や、付加価値の高いブランド力のある地場産業製品の開発・販売の拡大によって全体的な労働生産性の低さを克服し、経済的な成長につなげます。

	２　これまでの取組状況


　商品開発・流通支援に関する事業については、(財)産業経済振興センターのデザイン事業として、デザイン性、市場性の高い商品開発及び、デザイン事業部にて開発支援をした商品の販路開拓などの事業を実施してきた。
主な実績については、以下のとおり。

○オリベ想創塾事業

Ｈ１５より、塾長１名、教授２名を配置し、実践的な講座による新商品開発を実施。

Ｈ２１までに、参加した企業数は延べ６７社、開発商品としては４１５商品、実際に商品化されたものも４５商品にも及んでいる。各企業の人材育成という面でも、支援後に、この事業の経験を活かして自社商品開発に挑戦したり、協働作業したデザイナーとの関係が続くなど、一定の効果が得られている。
○流通支援事業

県内モノづくり企業に消費者やバイヤー等への商品のＰＲの場を提供するため、各種ビジネスショーへ出展や百貨店における企画展などを開催。Ｈ２２からは、流通事業者との連携による事業にも着手。首都圏における県産品の販路開拓を実施してきた。特にＭＩＪＰとの連携事業においては、多くの企業に首都圏の感度の高い消費者へテストマーケティングという形でアプローチする機会を提供し、消費者の声を企業へフィードバックする取り組みをしている。これにより、消費者視点によるモノづくりの推進を図っている。　
	３　これまでの取組に対する評価


　外郭団体への補助事業として実施してきた取り組みで、上記のような成果も出ているが、より効率的・経済的なモノづくり支援を実施していくため、本事業を県直営化して実施する。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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